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諮問庁：防衛大臣 

諮問日：平成２７年１０月２３日（平成２７年（行情）諮問第６２９号） 

答申日：平成２８年１０月１９日（平成２８年度（行情）答申第４２７号） 

事件名：集団的自衛権行使容認の閣議決定に関して行政文書ファイル等につづ

られた文書の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「集団的自衛権行使容認の閣議決定に関して，その庶務担当部局が業

務のために行政文書ファイル等につづられた文書の全て＊『行政機関の

保有する情報の公開に関する法律施行令』別表でいう『七 電磁的記

録』があれば，それを希望。」（以下「本件請求文書」という。）の開示請

求に対し，別紙に掲げる９９文書（以下，併せて「本件対象文書」とい

う。）を特定し，その一部を不開示とした決定は，妥当である。 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく本件請求文書の開示請求に対し，平成２７年６月３０

日付け防官文第１０４３９号により防衛大臣（以下「処分庁」又は「諮

問庁」という。）が行った一部開示決定（以下「原処分」という。）につ

いて，その取消し及び文書の再特定を求める。 

２ 異議申立ての理由 

（１）異議申立書 

ア 他にも文書が存在するものと思われる。 

     国の解釈によると，「行政文書」とは，「開示請求時点において，当

該行政機関が保有しているもの」（別件の損害賠償請求事件における

国の主張）である。 

     そこで本件開示決定通知書で特定されたＰＤＦファイル形式以外の

電磁的記録形式が存在すれば，それについても特定を求めるものであ

る。 

     また特定された文書以外にも，「防衛省における経緯も含めた意思

決定に至る過程並びに防衛省の事務及び事業の実績を合理的に跡付け，

又は検証することができる」（「防衛省行政文書管理規則」１１条）文

書が存在するはずであるので，これについても特定するべきである。 

イ 履歴情報の特定を求める。 
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    本件開示決定通知からは不明であるので，履歴情報が特定されてい

なければ，改めてその特定を求めるものである。 

ウ 特定されたＰＤＦファイルが本件対象文書の全ての内容を複写して

いるか確認を求める。 

    平成２２年度（行情）答申第５３８号で明らかになったように，電

子ファイルを紙に出力する際に，当該ファイル形式では保存されてい

る情報が印刷されない場合が起こり得る。 

これと同様に当該ファイル形式を他のファイル形式に変換する場合 

にも，変換先のファイル形式に情報が移行しない場合が設定等により

技術的に起こり得るのである。 

本件対象文書が当初のファイル形式を変換して複写の交付が行われ

ている場合，本件対象文書の内容が，交付された複写には欠落してい

る可能性がある。そのため，特定されたＰＤＦファイルが本件対象文

書の全ての内容を複写しているか確認を求めるものである。 

   エ 「本件対象文書の内容と関わりのない情報」（平成２４年４月４日

付け防官文第４６３９号）についても特定を求める。 

平成２４年４月４日付け防官文第４６３９号で示すような「本件対

象文書の内容と関わりのない情報」との処分庁の勝手な判断は，法に

反するので，本件対象文書に当該情報が存在するなら，改めてその特

定と開示・不開示の判断を改めて求めるものである。 

   オ 記録された内容を精査し，支障が生じない部分については開示すべ

きである。 

（２）意見書 

  ア 国の法解釈に従えば，開示請求時の電磁的記録形式で文書が特定さ

れなければならない。 

    国の解釈によると，「行政文書」とは，「開示請求時点において，当

該行政機関が保有しているもの」（別件の損害賠償請求事件における

国の主張）である。 

    また総務庁行政管理局長（当時）の国会答弁でも，法の対象文書は

「電子情報も対象」（第１４５回国会参議院総務委員会会議録第３号

２頁）と明言されている。 

    したがって，本件対象文書の特定に当たっては，開示請求時点にお

ける電磁的記録形式が特定されなければならない。 

    事実，処分庁は平成２５年１２月２５日付け防官文第１７１１９号

における開示決定でワード（Ｗｏｒｄ）ファイルを特定・明示してい

る。 

    そもそも法に基づき行われる文書の特定と，複写の交付の際の不開

示情報の処理をどうするかという問題は全く別に取り扱われるべき問
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題である。 

イ 審査会事務局による対象文書の直接の確認を求める。 

    以下の理由から，異議申立人が確認できない事項について審査会事

務局が直接確認することを求める。 

（ア）対象文書の電磁的記録の本来の記録形式 

     理由説明書において諮問庁は，本件対象文書の本来の電磁的記録

を特定したかについて明言していないので，特定されていない疑い

がある。なお諮問庁が情報公開請求に対して繰り返し隠蔽を行って

いる事実は，平成２２年度（行情）答申第７５号及び同２５年度

（行情）答申第２３３号から明らかである。 

     そこで本件対象文書の本来の電磁的記録の特定を諮問庁に求める

とともに，審査会事務局による直接の確認を求めるものである。 

  （イ）変更履歴の確認 

  ワード（Ｗｏｒｄ）等で作成された文書（電磁的記録）の場合，

変更履歴が残されている場合がある。 

     この変更履歴もまた組織共有文書に該当するので，本件対象文書

においてもそれが存在していないか確認する必要がある。 

     諮問庁が本件対象文書の電磁的記録を特定しないのは，この変更

履歴の存在を隠蔽しようとしている意図があると思われる。 

  （ウ）「本件対象文書の内容と関わりのない情報」と処分庁がみなして

いる情報の確認 

  諮問庁の理由説明書では，本件対象文書に「本件対象文書の内容

と関わりのない情報」の付随について完全に否定していない。 

      恐らく「本件対象文書の内容と関わりのない情報」と処分庁がみ

なす情報それ自体は存在するものと思われるので，処分庁の勝手な

判断に任せず，審査会がその内容を確認するべきである。 

ウ 履歴情報も組織共有文書であれば，開示対象である。 

履歴情報が組織共有文書であれば，開示対象である。 

例えば，文書作成過程で合議先に変更箇所の確認を求めるため，履

歴情報を残すことは諮問庁の文書作成過程では広く行われている。 

また過去の開示決定（平成１８年８月３日付け防官文第７６７９

号）では，「北朝鮮のミサイル発射について（案）」と題するワード

（Ｗｏｒｄ）等で作成された文書（電磁的記録）が開示され，履歴情

報についても開示されている。 

エ 「ノート部分」が欠落している可能性がある。 

    平成２２年度（行情）答申第５３８号で指摘されたように，本件対

象文書のうちプレゼンテーション用のソフトウェアを利用して作成さ

れているものがあれば，「ノート部分」が削除されている可能性があ
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る。 

    諮問庁の理由説明書ではこの危険性を全く念頭に置いていないよう

なので，審査会において確認を求めるものである。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 経緯 

本件開示請求は「集団的自衛権行使容認の閣議決定に関して，その庶

務担当部局が業務のために行政文書ファイル等につづられた文書の全て

＊『行政機関の保有する情報の公開に関する法律施行令』別表でいう

『七 電磁的記録』があれば，それを希望。」の開示を求めるものであり，

これに該当する文書として本件対象文書を特定した。 

本件対象文書については，その一部が法５条６号の不開示情報に該当

することから，平成２７年６月３０日付け防官文第１０４３９号により

当該部分を不開示とする原処分を行った。 

２ 法５条該当性について 

文書９５の電話番号，ファックス番号及びメールアドレスについては，

これを公にすることにより，いたずらや偽計等に使用され，国の機関が

必要とする緊急の連絡や部外との連絡に支障を来すなど，国の機関の事

務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあることから，法５条６号に該

当するため不開示とした。 

３ 異議申立人の主張について 

（１）異議申立人は，「他にも文書が存在するものと思われる。」と主張し，

本件開示決定通知書で特定されたＰＤＦファイル形式以外の電磁的記

録形式が存在すれば，それについても特定するよう求めるが，原処分

において特定した本件対象文書の電磁的記録形式は，ＰＤＦファイル

形式の文書とＰＤＦファイル形式以外の文書が混在しており，ＰＤＦ

ファイル形式の文書についてはそれ以外の電磁的記録は保有していな

い。 

なお，異議申立人は処分庁が原処分における行政文書開示決定通知書

においてＰＤＦファイル形式の電磁的記録を特定したかのように述べる

が，法その他の関係法令において，特定した電磁的記録の形式まで明示

しなければならないことを義務付けるような趣旨の規定はないことから，

原処分においては「ＰＤＦファイル形式」と電磁的記録の形式は明示し

ていない。 

また，本件開示請求に該当する行政文書は原処分において特定した文

書で全てであり，これ以外に特定すべき文書は保有していない。 

（２）異議申立人は，「本件開示決定通知からは不明である」として，本

件対象文書の履歴情報についても特定を求めるとともに，「平成２４

年４月４日付け防官文第４６３９号で示すような『本件対象文書の内
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容と関わりのない情報』との処分庁の勝手な判断は，法に反する」と

して，本件対象文書の履歴情報等についても特定し，開示・不開示を

判断するよう求めるが，法その他の関係法令において，履歴情報につ

いてまで特定し，開示・不開示を判断しなければならないような趣旨

の規定はない。 

（３）異議申立人は，「本件対象文書が当初のファイル形式を変換して複写

の交付が行われている場合，本件対象文書の内容が，交付された複写

には欠落している可能性がある。」として，特定されたＰＤＦファイ

ルが本件対象文書の全ての内容を複写しているか確認を求めるが，本

件異議申立てが提起された時点においては，開示の実施は行われてお

らず，したがって複写の交付も行われていない。 

（４）以上のことから，異議申立人の主張にはいずれも理由がなく，原処分

を維持することが妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

①  平成２７年１０月２３日   諮問の受理 

② 同日            諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年１１月２４日      異議申立人から意見書を収受 

   ④ 同年１２月３日       審議 

   ⑤ 平成２８年９月２７日    委員の交代に伴う所要の手続の実施，

本件対象文書の見分及び審議 

   ⑥ 同年１０月１７日      審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，文書１ないし文書９９の９９文書である。 

異議申立人は，原処分の取消し並びに本件対象文書のＰＤＦ形式以外

の電磁的記録及び他の文書の特定を求めており，諮問庁は，本件対象文

書の一部が法５条６号に該当するとして不開示とした原処分を妥当とし

ていることから，以下，本件対象文書の見分結果に基づき，本件対象文

書の特定の妥当性及び不開示情報該当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）本件対象文書以外の本件請求文書に該当する文書の保有の有無 

ア 本件対象文書以外の本件請求文書に該当する文書の保有の有無につ

いて，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，次のと

おりであった。 

  （ア）本件請求文書は，集団的自衛権行使容認の閣議決定の庶務担当部

局が業務のために行政文書ファイル等につづった文書の全てであり，

「国の存立を全うし，国民を守るための切れ目のない安全保障法制



- 6 - 

の整備について」（平成２６年７月１日閣議決定。以下「閣議決

定」という。）が決定されるまでの間に作成・取得し，開示請求時

点で保有している文書を対象文書として特定し，先に４５文書（以

下「当初処分対象文書」という。）を開示し，原処分において本件

対象文書のうち９８文書を開示，１文書を部分開示した。 

（イ）閣議決定の内容については，平成２６年５月１５日に安倍総理が

切れ目のない対応を可能とする国内法整備の作業を進めるに当たり，

いかなる憲法解釈が適切なのか等について議論するため与党協議に

入ることを表明したことを受けて，与党協議の場で議論され，諮問

庁を含む政府側関係省庁も与党側の求めに応じ同協議に出席する中

で検討が進められてきたものであったので，①与党協議会に係る文

書，②閣議決定の登録等に係る文書及び③各党及び国会議員からの

質問等に関する文書が本件請求文書に該当すると解し，①として当

初処分対象文書，②として本件対象文書のうち，文書９５ないし文

書９７並びに③として本件対象文書のうち，文書１ないし文書９４，

文書９８及び文書９９を特定した。 

（ウ）当初処分対象文書は与党協議会において取得した文書であり，本

件対象文書のうち，文書１ないし文書８は国会答弁資料，文書９な

いし文書９４は部会や議員の求めに応じ，作成・提出した資料であ

り，文書９５は閣議決定の前に案件登録をするために使用した文書，

文書９６は閣議決定の際の大臣発言要旨，文書９７は閣議決定本文，

文書９８及び文書９９は大臣用の想定問答集であり，閣議決定の業

務のために行政文書ファイル等につづられた文書は，当初処分対象

文書及び本件対象文書以外に作成も取得もしていない。 

（エ）本件異議申立てを受け，念のため，書庫，倉庫及びパソコン上の

ファイル等の探索を行ったが，当初処分対象文書及び本件対象文書

以外に，閣議決定の業務のために行政文書ファイル等につづられた

文書は確認できなかった。 

イ 当審査会事務局職員をして首相官邸ホームページに掲載されている

平成２６年５月１５日の安倍総理の記者会見及び閣議決定を確認させ

るとともに，諮問庁から当初処分対象文書及び本件対象文書の提示を

受けて確認したところ，当初処分対象文書及び本件対象文書の内容は，

諮問庁の上記ア（ウ）の説明のとおりであり，閣議決定の内容は与党

協議の場で議論され，諮問庁を含む政府側関係省庁も同協議に出席す

る中で検討が進められてきたという点についても，諮問庁の上記ア

（イ）の説明のとおりであり，当初処分対象文書及び本件対象文書以

外に本件請求文書に該当する文書は保有していない旨の諮問庁の上記

アの説明が不自然・不合理とまではいえず，他に本件請求文書に該当
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する文書の存在をうかがわせる事情も認められないことから，防衛省

において当初処分対象文書及び本件対象文書以外に本件請求文書に該

当する文書を保有しているとは認められない。 

 （２）本件対象文書のＰＤＦ形式以外の電磁的記録の保有の有無 

ア 本件対象文書のＰＤＦ形式以外の電磁的記録の保有の有無について，

当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，次のとおりで

あった。 

（ア）本件対象文書は，防衛省防衛政策局防衛政策課（以下「防衛政策

課」という。）が保有している文書であり，文書１ないし文書３，

文書７，文書９及び文書９８はＰＤＦ形式以外の電磁的記録を特定

しており，それ以外の文書はＰＤＦ形式の電磁的記録を特定してい

る。 

（イ）本件対象文書のうち，文書１０ないし文書９４，文書９６，文書

９７及び文書９９については，内閣官房国家安全保障局（以下「国

家安全保障局」という。）が関係省庁の意見を取りまとめて作成し

たものである。 

  （ウ）防衛政策課は，完成した上記（イ）の文書を国家安全保障局から

ＰＤＦ形式の電磁的記録で取得しており，それ以外の電磁的記録は

取得していない。 

  （エ）文書４ないし文書６，文書８及び文書９５については，当該文書

が完成後，紙媒体をスキャナにより読み取ってＰＤＦ形式とした電

磁的記録であり，原稿である電磁的記録は当該文書の完成後廃棄し

ている。 

イ 本件対象文書については，ＰＤＦ形式の電磁的記録以外に電磁的記

録は保有していない旨の諮問庁の上記アの説明が不自然，不合理とは

いえず，他にＰＤＦ形式以外の電磁的記録の存在をうかがわせる事情

も認められないことから，防衛省において，本件対象文書の外に開示

請求の対象として特定すべき文書（電磁的記録）を保有しているとは

認められない。 

 ３ 不開示情報該当性について 

文書９５の不開示部分には，防衛省の非公表の電話番号，ＦＡＸ番号

及び職員のメールアドレスが記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，いたずらや偽計等に使用さ

れ，国の機関が必要とする緊急の連絡や部外との連絡に支障を来すなど，

国の機関の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる

ので，法５条６号柱書きに該当し，不開示とすることが妥当である。 

４ 異議申立人のその他の主張について 

  異議申立人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは
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ない。 

５ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求につき，本件対象文書を特

定し，その一部を法５条６号に該当するとして不開示とした決定につい

ては，防衛省において，本件対象文書の外に開示請求の対象として特定

すべき文書を保有しているとは認められないので，本件対象文書を特定

したことは妥当であり，不開示とされた部分は同号柱書きに該当すると

認められるので，不開示としたことは妥当であると判断した。 

（第２部会） 

  委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 9 - 

別紙 

 

文書１  平成２６年５月２９日参議院外交防衛委員会中西健治君問１（５） 

文書２  平成２６年６月２日衆議院安保外務連合審査会今津寛君問２ 

文書３  平成２６年６月２日衆議院安保外務連合審査会椎名毅君問５ 

文書４  平成２６年６月２日衆議院安保外務連合審査会長島昭久君問１ 

文書５  平成２６年６月６日衆議院海賊テロ特別委員会中丸啓君問２ 

文書６  平成２６年６月６日衆議院海賊テロ特別委員会中丸啓君問３ 

文書７  平成２６年６月６日衆議院安全保障委員会伊佐進一君問３ 

文書８  平成２６年６月１９日参議院外交防衛委員会福山哲郎君想定問２ 

文書９  平成２６年７月２２日（自）横路議員提出資料 安全保障法制整備

検討委員会 

文書１０ 【自民党部会】式次第（第５回） 

文書１１ 【自民党部会】「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」報

告書のポイント（第５回） 

文書１２ 【自民党部会】「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」報

告書（概要） 

文書１３ 【自民党部会】「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」報

告書 

文書１４ 【自民党部会】平成２６年５月１５日 安倍内閣総理大臣記者会見

（記録）＝法整備関連部分の抜粋＝ 

文書１５ 【自民党部会】式次第（第６回） 

文書１６ 【自民党部会】平成２６年５月１５日 安倍内閣総理大臣記者会見

（記録）＝法整備関連部分の抜粋＝（第６回） 

文書１７ 【自民党部会】「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」報

告書のポイント（第６回） 

文書１８ 【自民党部会】式次第（第７回） 

文書１９ 【自民党部会】事例集（第７回） 

文書２０ 【自民党部会】事例集関連資料（第７回） 

文書２１ 【自民党部会】式次第（第８回） 

文書２２ 【自民党部会】事例集（第８回） 

文書２３ 【自民党部会】御説明資料（第８回） 

文書２４ 【自民党部会】事例集関連資料（第８回） 

文書２５ 【自民党部会】式次第（第９回） 

文書２６ 【自民党部会】御説明資料 公明党外交安全保障調査会・憲法調査

会合同会議（６／６）配付資料 

文書２７ 【自民党部会】御説明資料（第５回与党協議会） 

文書２８ 【自民党部会】事例８～１５と関連する過去の答弁（第９回） 
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文書２９ 【自民党部会】捜索救助活動についての政府の考え方 

文書３０ 【自民党部会】事例集（第９回） 

文書３１ 【自民党部会】式次第（第１０回） 

文書３２ 【自民党部会】船舶検査等に係る国際法上及び国内法上の考え方に

ついて 

文書３３ 【自民党部会】いわゆる「湾岸戦争」における機雷掃海に関する経

緯について（各種報道等より作成） 

文書３４ 【自民党部会】（参考資料）機雷掃海関連答弁（第１０回） 

文書３５ 【自民党部会】概要（たたき台） ＝目次＝ 平成２６年６月１７

日 

文書３６ 【自民党部会】御説明資料（第１０回） 

文書３７ 【自民党部会】参議院決算委員会要求資料（内閣法制局 昭和４７

年１０月１４日） 

文書３８ 【自民党部会】たたき台（第１０回） 

文書３９ 【自民党部会】式次第（第１１回） 

文書４０ 【自民党部会】御説明資料（第１１回） 

文書４１ 【自民党部会】（参考資料）機雷掃海関連答弁（第１１回） 

文書４２ 【自民党部会】概要（たたき台） ＝目次＝ 平成２６年６月２０

日 

文書４３ 【自民党部会】【御参考資料】公明党外交安全保障調査会・憲法調

査会合同会議（６／１９）配付資料 

文書４４ 【自民党部会】式次第（第１２回） 

文書４５ 【自民党部会】座長私案 

文書４６ 【自民党部会】概要（たたき台） ＝目次＝ 平成２６年６月２４

日 

文書４７ 【自民党部会】式次第（第１３回） 

文書４８ 【自民党部会】概要（改訂版）２６．６．２７ 

文書４９ 【自民党部会】式次第（合同会議） 

文書５０ 【自民党部会】閣議決定案の概要 

文書５１ 【公明党部会】式次第（＃２９政調全体会議） 

文書５２ 【公明党部会】「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」報

告書のポイント（５／２０） 

文書５３ 【公明党部会】「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」報

告書（概要）（５／２０） 

文書５４ 【公明党部会】「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」報

告書（５／２０） 

文書５５ 【公明党部会】平成２６年５月１５日 安倍内閣総理大臣記者会見

（記録）＝法整備関連部分の抜粋＝（５／２０） 
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文書５６ 【公明党部会】事例集（２６０５２７） 

文書５７ 【公明党部会】事例集関連資料（２６０５２７） 

文書５８ 【公明党部会】１５事例の類型（北側議員説明資料） 

文書５９ 【公明党部会】事例集（２６０６０３） 

文書６０ 【公明党部会】事例集関連資料（２６０６０３） 

文書６１ 【公明党部会】御説明資料（６／３） 

文書６２ 【公明党部会】出席者（２６０６０６） 

文書６３ 【公明党部会】御説明資料（６／６） 

文書６４ 【公明党部会】事例集（２６０６０６） 

文書６５ 【公明党部会】御説明資料（６／１０） 

文書６６ 【公明党部会】捜索救助活動についての政府の考え方 

文書６７ 【公明党部会】各事態における米艦防護の在り方（６／１０） 

文書６８ 【公明党部会】事例８～１５と関連する過去の答弁（６／１０） 

文書６９ 【公明党部会】出席者（２６０６１３） 

文書７０ 【公明党部会】参議院決算委員会要求資料（内閣法制局 昭和４７

年１０月１４日） 

文書７１ 【公明党部会】事例集（２６０６１３） 

文書７２ 【公明党部会】事例８～１５と関連する過去の答弁（６／１３） 

文書７３ 【公明党部会】各事態における米艦防護の在り方（６／１３） 

文書７４ 【公明党部会】米艦防護に関する政府答弁 

文書７５ 【公明党部会】船舶検査等に係る国際法上及び国内法上の考え方に

ついて 

文書７６ 【公明党部会】いわゆる「湾岸戦争」における機雷掃海に関する経

緯について（各種報道等より作成） 

文書７７ 【公明党部会】（参考資料）機雷掃海関連答弁 

文書７８ 【公明党部会】概要（たたき台） ＝目次＝ 平成２６年６月１７

日 

文書７９ 【公明党部会】御説明資料（６／１７） 

文書８０ 【公明党部会】たたき台（６／１７） 

文書８１ 【公明党部会】Ｓ４７政府見解に関連する過去の答弁 

文書８２ 【公明党部会】米艦防護等（事例８関連）に関する主な安倍総理答

弁（５／２８ 衆・予算委） 

文書８３ 【公明党部会】従来の政府見解の基本的な論理 

文書８４ 【公明党部会】御説明資料（６／１９） 

文書８５ 【公明党部会】安保理決議第６７８号 

文書８６ 【公明党部会】他国の軍隊の艦船等による邦人輸送の事例 

文書８７ 【公明党部会】昭和４７年の基本論理 

文書８８ 【公明党部会】我が国を取り巻く安全保障環境と国家安全保障上の
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課題 ※「国家安全保障戦略」から抜粋 

文書８９ 【公明党部会】国連憲章における集団的・個別的自衛権について 

２６．６．２０ 外務省 

文書９０ 【公明党部会】座長試案 

文書９１ 【公明党部会】概要（たたき台） ＝目次＝ 平成２６年６月２４

日 

文書９２ 【公明党部会】概要（改訂版） 

文書９３ 【公明党部会】式次第（＃４０政調全体会議） 

文書９４ 【公明党部会】閣議決定案概要 

文書９５ 閣議案件登録票 

文書９６ 安全保障法制の整備について 平成２６年７月１日（火）臨時閣議

防衛大臣発言要旨 

文書９７ 国の存立を全うし，国民を守るための切れ目のない安全保障法制の

整備について 

文書９８ 防衛大臣用想定（事例集関連） 

文書９９ 防衛大臣用想定（安保法制関連） 




